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第 1章 計画の基本的な考え方 

1 計画策定の背景

近年、少子高齢化、核家族化などを背景に、居住その他の使用がされない空家等が増

加しています。適切な管理がされていない空家等については、防災、衛生、景観など多

岐にわたる問題を生じさせ、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼすなど、社会問題

となっています。 

こうした空家等の問題に対処すべく、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成

26 年法律第 127 号。以下「空家法」という。）が平成 26年 11 月 27 日に一部施行、平

成 27 年 5月 26 日に全面施行されました。 

空家法では、所有者等が自らの責任により適切な管理を行うことを前提としつつも、

住民に最も身近な行政主体であり、空家等の現状を把握することが可能な立場にある市

町村を、空家等対策の実施主体として位置づけています。 

具体的な取り組みについては、「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施する

ための基本的な指針」（平成 27年 2 月 26 日総務省・国土交通省告示第 1号。以下「基

本指針」という。）で、実施体制の整備、空家等の実態把握、空家等対策計画の作成、

空家等及びその跡地の利活用の促進、特定空家等に関する措置の促進など、空家等に関

する施策の実現について基本的な事項が示されています。 

この基本指針に即して、市町村が空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施する

ため、空家等対策計画を定めるものです。
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2 計画の位置づけ 

本計画は、空家法第 6条の規定に基づき、半田市（以下、「本市」という。）における

空家等に関する基本的な対策を総合的かつ計画的に推進するため策定するものであり、

空家法第 4条に定められている、空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関す

る施策の実施、その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるという市

町村の責務を果たすものです。 

また、本計画は、「第 6次半田市総合計画」や「半田市まち・ひと・しごと創生総合

戦略」、「半田市人口ビジョン」、「半田市都市計画マスタープラン」等の関連計画との整

合のもと、空家等対策の推進に向けた具体的な取り組みを明らかにするものです。 

図 1-1 計画の位置づけ 
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3 計画の対象とする空家等の種類 

本計画で対象とする空家等は、原則として空家法第 2条第 1 項に規定する「空家等」

とします。空家等の発生を抑制する取り組みでは、将来「空家等」となる可能性のある

建築物又はこれに附属する工作物等を対象とします。

※「空家等」と「空き家」の違い

「空家等」：空家法で対象としている空家の表記方法であり、一般的な表記とは異な

り「き」が除かれている。共同住宅や長屋は、住戸全てが空いている場合

が対象となり、棟数で数える。また、「空家等」の「等」には、建築物に

付属する工作物及びその敷地も含まれている。

「空き家」：住宅・土地統計調査でも用いられている一般的な表記方法。共同住宅や

長屋の一部空き住戸も含み、戸数で数える。

この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住そ

の他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地

に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理す

るものを除く。 

空家法第 2条第 1項より 
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4 計画期間 

計画期間は、令和元年（2019 年）から第 7次半田市総合計画の終期とします。 

なお、中間地点となる令和 5年（2023 年）に実態調査を行い、その結果を踏まえた

見直しを検討することとし、また、計画期間中であっても、社会経済情勢や地域事情等

の変化、国・県の動向、半田市総合計画等を踏まえ、必要に応じて見直しを行うことと

します。 

計画期間：令和元年（2019 年）～第 7次半田市総合計画の終期
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第 2章 空家等の現状把握

1 都市特性の整理 

（1）半田市の概要

 本市は、名古屋市の南、伊勢湾と三河湾に挟まれた知多半島のほぼ中央に位置し、東

西の長さは 9．76ｋｍ、南北 8．22ｋｍであり、面積は 47．24ｋ㎡です。北西は阿久比

町、北は東浦町、西は常滑市、南は武豊町に接しています。 

図 2-1 半田市の位置 
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 また、本市には、自動車専用道路として知多半島の各都市をつなぐ知多半島道路と南

知多道路、中部国際空港へつながる知多横断道路があり、半田中央ジャンクションによ

り接続しており、2つのインターチェンジ(半田中央ＩＣ・半田ＩＣ)があります。さら

には、本市の主要な道路として、国道 247 号、国道 366 号の 2路線、県道は名古屋半田

線、半田常滑線、碧南半田常滑線(衣浦トンネル)、西尾知多線など 13 路線があります。

また、鉄道は名鉄河和線、ＪＲ武豊線があり、周辺の都市と連絡しています。そして、

重要港湾である衣浦港が市東部にあります。 

このことから、本市は、陸・海・空の「人」・「もの」の交通の要衝としての機能を有

しています。また、本市には、半田税務署・名古屋法務局（半田支局）・名古屋地方検

察庁（半田支部）・名古屋地方裁判所(半田支部)・愛知県知多総合庁舎・愛知県半田保

健所・半田警察署などの国・県の施設や、知多半島の第 3次救急医療施設である市立半

田病院などの公共施設が集中しています。 

広域的な施設 施設名 

道路 

自動車専用道路：知多半島道路、南知多道路、知多横断道路 

国道：国道 247 号、国道 366 号 

県道：名古屋半田線、半田常滑線、碧南半田常滑線(衣浦トンネル)、 

西尾知多線など 13 路線 

港湾 重要港湾：衣浦港 

鉄道 名鉄河和線、ＪＲ武豊線 

公共施設 

半田税務署、名古屋法務局、名古屋地方検察庁、名古屋地方裁判所、 

愛知県知多総合庁舎、愛知県半田保健所、半田警察署など 

市立半田病院(第 3次救急医療施設) 
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（2）本市の土地利用状況 

 本市の用途地域指定状況は、全域が都市計画区域であり（市街化区域が約 58．5％、

市街化調整区域が約 41．5％）、市街化区域約 2,762ha の 49．1％が住居系の用途指定に

なっています。

図 2-2 半田市の市街化区域の用途地域指定状況 
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（3）人口の推移 

 平成 30年 4月 1 日現在における本市の人口は 119,428 人となっています。平成 23 年

から平成 27 年までは年々減少傾向にありましたが、平成 28 年から増加に転じました。

近年の増加は外国人の転入が増えたことが要因と考えられます。 
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平成 27 年度の半田市人口ビジョンの推計では、今後本市の人口は減少し続け、2060

年における本市の人口は 102,400 人になるとされています。 

出典：半田市人口ビジョン（平成 27 年作成） 
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（4）人口構成比の推移 

半田市人口ビジョンでは、65 歳以上の老年人口（高齢者人口）は徐々に増え続け、

2060 年には全体の約 3割を占めると推計しています。 

出典：半田市人口ビジョン（平成 27 年作成） 
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（5）世帯数の推移 

 世帯数は増加傾向にあり、世帯当たり人員は減少傾向にあります。この理由としては、

「核家族化」などが考えられます。 

また、住民基本台帳によると、高齢者単身世帯・高齢者のみ世帯は年々増えています。

この理由としては、「平均寿命の上昇に伴う高齢者の増加」が考えられます。 

出典：住民基本台帳 
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図2-6 半田市の世帯数の推移
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2 住宅・土地統計調査 

（1）住宅総数と世帯数の動向 

住宅総数は平成 25 年で 54,220 戸と、平成 10年から 6,700 戸増加しています。その

うち「居住世帯なし」住宅は平成 20 年から平成 25 年までの間に 1,820 戸増加し、「居

住世帯あり」住宅に比べて速いスピードで増加しています。

出典：住宅・土地統計調査（Ｈ10～Ｈ25） 
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（2）空き家数及び空き家率の動向 

空き家数は平成 25 年に 7,850 戸となっており、平成 20 年から 2,000 戸以上増えてい

ます。空き家率は平成 20 年に 11．9％まで下がっているものの、平成 25 年に 14．5％

となっており、同年の全国の空き家率 13．5％よりも高い水準にあります。 

出典：住宅・土地統計調査（Ｈ10～Ｈ25） 
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（3）空き家の動向 

住宅・土地統計調査において空き家は、「二次的住宅」、「賃貸用の住宅」、「売却用の

住宅」、「その他の住宅」に区分され、それぞれの内容は下表のとおりです。 

平成 25 年の空き家の種類について、本市の「賃貸用の住宅」の割合は約 55％（4,290

戸）で全国平均（約 52％）よりも高く、愛知県平均（約 59％）よりも低い状況です。 

本市では、空き家の中で「賃貸用の住宅」が最も多い割合を占めており、次に多いの

が「その他の住宅」（転勤や長期入院のために長期間不在の住宅などの区分の判断の困

難なもの）、「二次的住宅」や「売却用の住宅」は割合が少なくなっています。 

出典：住宅・土地統計調査（Ｈ15～Ｈ25） 
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図2-10 半田市の種類別の空き家数の推移
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賃貸用の住宅 新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅 

売却用の住宅 新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅 

その他の住宅 

上記以外での人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院な

どのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建替えなどの

ために取り壊すことになっている住宅など 

（戸）

約 55％ 
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「一戸建の空き家」はその他の住宅が約 93％を占めているのに対し、「長屋建・共同

住宅・その他」では、賃貸用の住宅が約 84％の割合を占めています。 

出典：住宅・土地統計調査（Ｈ25）

60 80
80

4,210

70

0

2,590

740

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

一戸建 長屋建

・共同住宅

・その他

図2-11 半田市の一戸建と長屋建・共同住宅・その他の空き家の種類

二 次 的 住 宅 賃 貸 用 の 住 宅

売 却 用 の 住 宅 そ の 他 の 住 宅

（戸）

84％

93％
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3 空家等の実態調査 

計画を検討するにあたり、空家等の現状把握が必要となります。このため、「空家等」

と思われる建物を対象として、空家等の状態の調査を行いました。

（1）調査の概要 

調査時期：平成 30 年 2月～7月 

調査方法：市全域を対象として、水道の利用量が無いために水道を閉栓された戸建て

住宅が空家等の可能性が高いと判断しました。その情報に地図情報及び固

定資産税の課税情報を重ね、空家等と思われる建物を 1,334 戸抽出しまし

た。抽出した 1,334 戸の建物全てに対して現地調査を行い、表札や郵便受

けの確認、電気・ガスメーターの確認、建物が使用されている様子がある

か等の確認、近隣住人へ聞き取りを行い、空家等であるかを判定しました。 

【本計画における「管理不全な空家等」及び「特定空家等」の定義】 

・管理不全な空家等 

市で作成した現地調査票により、“損傷のある空家等”や“周囲の生活環境に影響を

与えている空家等”と判断したものを、本計画における「管理不全な空家等」とします。 

・特定空家等 

空家法第 2条第 2項に定める状態（下記参照）であると、半田市空家等対策協議会の

答申を得て、市が認定したものが「特定空家等」です。 

この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安

上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、

適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周

辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認め

られる空家等をいう。 

空家法第 2条第 2項より 
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（2）調査の結果

■空家等の判定について 

調査を実施した結果、空家等と判定した戸数は 736 戸でした。 

判 定 戸 数 
全体（1,334 戸）に 

対する割合 

空家等 736 戸 55．2%

居住または利用 366 戸 27．4%

解体済み 179 戸 13．4%

その他 53 戸 4．0%

計 1,334 戸 -

■損傷等のある空家等について 

屋根や外壁等に損傷がある空家等は 172戸確認しました。 

調査項目 
該当戸数 

（複数該当あり）

全体（736 戸）に 

対する割合 

損傷のある空家等 172 戸 23．4%

内
訳
（
重
複
有
）

建物の傾斜・ゆがみあり 69 戸 9．4%

屋根の損傷あり 94 戸 12．8%

外壁の損傷あり 114 戸 15．5%
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■周囲の生活環境に影響を与えている空家等 

空家等の中で樹木の繁茂や害虫（蚊やハエなど）の発生などで周囲の生活環境に影

響を与えているものは 87 戸確認しました。 

調 査 項 目 
該当戸数 

（複数該当あり）

全体（736 戸）に 

対する割合 

周囲の生活環境に 

影響を与えている空家等 
87 戸 11．8％

内
訳
（
重
複
有
）

樹木による 

生活・通行障害 
68 戸 9．2％

防犯上 17 戸 2．3％

ゴミ 15 戸 2．0％

その他 

（臭気・害虫等） 
11 戸 1．5％

※“損傷等のある空家等”と“周囲の生活環境に影響を与えている空家等”の両方

に該当している空家等は 43 戸でした。 

図 2-12 実態調査結果 略図 

両方に該当する空家等 43 戸

損傷のある空家等 172 戸 周囲の生活環境に 

影響を与えている空家等 

87 戸 
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■空家等の多いエリア 

亀崎・乙川・岩滑など古くからの集落で、比較的道路の狭い地区に多く空家等が見

られる状況でした。空家等戸数が多いエリアでは損傷のある空家等の戸数も多い結果

でしたが、本町周辺だけは戸数に比べて損傷の比率が高い結果となりました。 

エ リ ア 名 空家等戸数 
損傷のある 

空家等戸数 
損傷の比率 

亀崎町周辺 104 戸 23 戸 22.1％ 

乙川町周辺 74 戸 21 戸 28.4％ 

岩滑中町周辺 60 戸 12 戸 20.0％ 

住吉町周辺 50 戸 10 戸 20.0％ 

本町周辺 63 戸 23 戸 36.5％ 

有楽町周辺 54 戸 12 戸 22.2％ 

図 2-13 空家等プロット地図
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4 空家等所有者へのアンケート調査 

 空家等の管理状況や空家等となった原因、所有者等の意向等を確認することを目的に、

空家等の所有者等へアンケート調査を実施しました。 

（1）アンケート調査の概要 

調査時期：平成 30 年 3月 

調査方法：既に水道を閉栓している住宅のうち、所有者等の住所などから、離れや倉

庫として利用されているものでないと考えられる 356 件の空き家の所有

者に対しアンケートを実施し、空き家の今後や空き家について困っている

こと、行政に対する要望等を調査しました。 

※空家法第 10 条第 2 項の規定に基づき、固定資産税の納税義務者を確認し、納税通知

書の送付先にアンケート用紙を郵送しました。 

（2）アンケート回答率 

アンケート調査の回答率が 66％であることから、空き家の所有者等も関心を持って

いることが推測されます。 

66%

32%

2%

図2-14 アンケート回答率

■イ 回答

■ロ 未回答

■ハ 尋ね当たりなし

送付数

356
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（3）アンケートの結果 

■建物の利用状況

本アンケート調査の「問 1．対象の住宅について、利用状況をお答えください。」

に対して、「利用していない」と回答があったものは約 5割ありました。 

■アンケート回答者の年齢 

アンケート回答者の約 5割は 70 歳以上でした。

48.5%

2.9%

33.5%

0.5%

3.9%

1.5%

0.5%

1.5%

7.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

利用していない

現在、居住している

物置、倉庫等として利用している

仕事場、作業場等として利用している

時々、過ごすための家として利用している

転勤等により一時的に住んでいない

この建物は、私は関係ない

他の人に貸していて、状況が分からない

その他

25.9%

23.1%

7.4%

25.0%

14.8%

3.7%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

８０歳以上

７０歳代

６０歳代

５０歳代

４０歳代

３０歳代

３０歳未満
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■回答者と建物所有者との続柄 

アンケート回答者は約 7割が所有者本人でした。 

■建物の管理者  

建物の管理者は、「回答者もしくは親族」という回答が約 8割でした。 

66.7%

7.7%

17.9%

0.5%

3.9%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

本人

配偶者

子供

孫

兄弟姉妹

その他

83.9%

1.7%

0.0%

3.4%

6.8%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

回答者もしくは親族

近所の人

友人

業者に委託している

特に管理をしていない

その他
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■建物を利用していない期間 

建物を利用していない期間は「1～5 年未満」という回答が最も多く、約４割でし

た。また、「10年以上」という回答が約 2割ありました。 

■管理の頻度 

建物の管理の頻度は「月に 1回程度」という回答が最も多く約 4割を占めましたが、

「季節に 1回程度」、「年に 1回程度」が合わせて約 3割ありました。 

9.4%

41.0%

22.2%

20.5%

6.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

１年以内

１～５年未満

５～１０年未満

１０年以上

分からない

4.8%

8.4%

43.4%

22.9%

9.6%

10.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ほとんど毎日

週に１回程度

月に１回程度

季節に１回程度

年に１回程度

その他
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■建物を所有するうえで困っていること 

建物を所有するうえでの困りごとは「手離したいが買い手がつかない」が約 4割を

占めました。 

■建物の今後 

建物の今後については、「売却したい」という回答が約半数で最も高い割合を占め

ました。 

27.1%

10.4%

39.6%

0.0%

16.7%

6.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

管理する時間がない

管理する費用がない

手離したいが買い手がつかない

相続人が決まっていない、決められない

特に困っていない

その他

22.5%

49.3%

7.0%

9.9%

11.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

取壊したい

売却したい

貸出したい

親族が利用するため、このままでいたい

特に考えていない
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■取壊しをするうえで困っていること 

「費用がわからない、費用が高い」、「取壊して更地になる、固定資産税が上がる」、

「相続人が決まっておらず自分だけでは決められない」が高い割合を占めました。

■売却するうえで困っていること 

売却するうえで困っていることは「費用がわからない、費用が高い」という回答が

23．7％で、「依頼（相談）することころがわからない」という回答も 18．4％であっ

たことから、相談窓口や業者との連携体制を構築する必要があります。

26.9%

3.8%

26.9%

0.0%

30.8%

3.8%

7.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

費用がわからない、費用が高い

依頼（相談）するところが分からない

取壊して更地になる、固定資産税が上がる

建物のなかに荷物が残っており片付けに

困っている

相続人が決まっておらず、自分だけでは決

定できない

特にない

その他

23.7%

18.4%

7.9%

28.9%

21.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

費用がわからない、費用が高い

依頼（相談）するところが分からない

相続人が決まっておらず、自分だけでは決

定できない

特にない

その他
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■貸出しするうえで困っていること 

「借り手がみつからない」という回答が約 4割を占めたことから、貸したい方、借

りたい方をつなぐ必要があります。 

■建物を利用しなくなった理由

利用しなくなった理由は「住み替え、引っ越したため」、「賃借人が転居したため」、

「住んでいた人が死亡したため」が合わせて約 9割を占めました。「その他」の意見

としては、“病院へ入院したため”や“施設へ入所したため”がありました。 

37.5%

4.2%

20.8%

0.0%

33.3%

4.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

借り手がみつからない

依頼（相談）するところが分からない

建物のなかに荷物が残っており片付けに

困っている

相続人が決まっておらず、自分だけでは決

定できない

特にない

その他

36.3%

17.7%

38.1%

0.9%

7.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

住み替え、引っ越ししたため

賃借人が転居したため

住んでいた人が死亡したため

分からない

その他
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■あったらいいと思う市からの支援 

あったらいいと思う市からの支援は「特にない」を除くと、「建物の解体を促す補

助」が最も多く、32．4％ありました。 

32.4%

2.7%

4.1%

1.4%

10.8%

0.0%

5.4%

39.2%

4.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

建物の解体を促す補助

建物の修繕・改修を促す補助

建物の賃貸・売却を促す補助

建物の解体に関する情報提供（例えば、解

体業者の紹介）

建物の修繕・改修に関する情報提供（例え

ば、修繕・改修業者の紹介）

建物の賃貸・売却に関する情報提供（例え

ば、不動産業者の紹介）

専門家による相談窓口の設置

特にない

その他
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第 3章 空家等対策の基本事項 

1 対象とする区域 

 空家等実態調査（第 2章 3）で確認した本市の空家等の分布状況から、対象区域は市

内全域とします。 

2 空家等対策の柱と視点 

建物等は私有財産であるとともに、街の景観のための構成要素であり、良好な状態で

保つことが重要です。そのため、様々な事情により、建物等が空家等になる予兆がある

ときや、空家等になったときには、管理不全な状態にならないように対処しなければな

りません。具体的には、建物等の適切な管理を行う、不動産流通を通じて新たな所有者

へ引き継ぐ等、建物の状況や所有者等の意向に応じた対応が必要です。 

そこで、建物等の各段階（空家等になる前、空家等になった後、管理不全な空家等）

に応じて空家等の対策を 4つの柱に分け、6つの視点を対策のポイントとして、施策を

検討します。

【 対策の 4つの柱 】 

  [1]情報収集「空家等の把握と情報の管理・更新」 

  [2]発生抑制「空家等の発生を抑制する取り組み・相談体制・調査」 

  [3]適切な管理・利活用「空家等の適切な管理・利活用の推進」 

  [4]管理不全な空家等に対する措置 

【 対策を考える上での 6つの視点 】 

  ①情報収集 

  ②空家等の増加 

  ③高齢化 

  ④適切な管理等の啓発 

  ⑤不動産市場への流通・利活用 

  ⑥管理不全な空家等 

この 6つの視点ごとに「問題点」を整理した上で「課題」を抽出し、今後の空家等対策

を推進していくために、必要となる施策を検討します。 
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■6つの視点毎の問題点と課題  

柱 [1]情報収集 [2]発生抑制 

視

点
①情報収集 ②空家等の増加 ③高齢化 

問
題
点

・空家等の状態は日々変化して

いる 

・市各課に寄せられた空家等の

情報が、一元管理できていな

い 

・国の施策を取り入れきれてい

ない 

・今後も空家等は増加が予想さ

れ、管理不全な空家等が増え

る可能性がある 

・建物を相続し、使用予定の

ないまま所有し続けている

ケースがある 

・高齢者の施設入居等による空

家等の増加が予想される 

・高齢者は情報提供だけでは行

動しにくい人も多く、対応が

遅くなる恐れがある 

・相続等をする話を身内でし

っかり行えていないケース

が多い 

課

題

・空家等の状態の変化に対応す

るため、適宜状態をつかみ、

情報を更新することが必要 

・関係部署と広く連携し、市に

寄せられた空家等の情報を

一元管理する仕組みが必要 

・常に空家等に係る最新の情報

や法令等を収集することが

必要 

・空家等の増加を抑制できるよ

う、発生要因に応じた働きか

けを行うことが必要 

・空家等を相続した場合の所有

者等の責務の説明や、所有す

ることで発生するデメリッ

ト等の情報提供が必要 

・高齢者に向けた情報提供が

必要 

・福祉部局と連携し、空家等の

所有者及びその家族等への

意識啓発が必要 

・建物や土地の相続などについ

て情報提供できる体制、専門

窓口の設置が必要 
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柱 [3]適切な管理・利活用 
[4]管理不全な空家等に対する

措置 

視

点
④適切な管理の啓発 ⑤不動産市場・流通 ⑥管理不全な空家等 

問
題
点

・相談（相続・税・管理など）

が多岐に渡り、空家等の所有

者がどこに相談すればよいか

わからない

・管理意識の希薄化から放置さ

れている空家等がある 

・活用されていない空家等は、

空家等の期間が長期化し、管

理不全な状態となることで、

さらに活用困難となるおそれ

がある 

・所有者等の意向が決まってお

らず、専門家等が活用に向け

た具体的な提案が難しくなっ

ているケースがある 

・空家等の期間の長期化により、

状態が悪化し、管理不全な空

家等が増加するおそれがある

課

題

・どこに何を相談して良いかわ

からないことへの対応が必要

・空家等の所有者責任の意識啓

発が必要 

・適切に管理されていない空家

等の状況が長期化することに

よる建物状態を悪化させない

対応が必要 

・空家等の利活用に係る悩み・

困りごとは多岐に渡り、多方

面からの専門家等による対応

が必要 

・空家等の将来の意向を決めて

いない所有者等に対し、活用

に向けて動き出せるような対

策が必要 

・空家等を所有し続けたときの

所有者負担等について、所有

者等が認識することが必要 

・管理不全な空家等の所有者等

へ、自主的な改善を求めるこ

とが必要 

・管理不全となる要因に応じた

対応が必要 

・特定空家等と判断し、所有者

等へ空家法に基づく措置を講

じつつ、行政代執行も視野に

入れた手続きを進めることが

必要 

・管理不全な空家等の状態を適

宜把握し、改善指導を継続す

る体制が必要 
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第 4章 空家等対策の施策 

前章で整理した空家等対策の基本事項に関する 4つの柱に対し施策を展開し、空家等

対策を推進していきます。 

1 情報収集 

2 発生抑制 

3 適切な管理・利活用 

4 管理不全な空家等に対する措置 

1 情報収集 

 空家等の対策を行うには、空家等の実態を把握することが重要であり、計画策定にあ

たって実施した実態調査を基礎資料として活用していきます。 

 また、住宅・土地統計調査の推移から、今後も空家等は増加することが予測されます。

そこで、空家等の状態は日々変化しているため、実態調査で把握した空家等の定期観察

や、市民・市関係部署から情報収集を行う仕組みを構築し、適宜情報を更新することで、

適切な空家等対策が実施できるようにしていきます。 

（1）基本的な考え方  

・市民等から寄せられた情報や、空家等実態調査の結果等を整理し、データベース化

した情報を一元管理・共有します。また、情報を適宜更新することで、建物等の適

切な管理や利活用のための基礎情報とします。 

・空家等の情報を空家等対策の検討に活用します。 

 ・空家等の情報は、半田市個人情報保護条例に基づき適切に管理します。 

 ・空家等に係る社会情勢等の情報収集を行います。 

（2）情報収集を考える上での課題  

 ①空家等データベースの作成・管理 

 ・空家等の状態は日々変化しているため、適宜情報の更新が必要。 

 ・関係部署と広く連携し、市全体に寄せられた空家等に関する情報を一元管理する仕

組みが必要。 

 ②空家等に係る社会情勢等の情報収集 

・近年の空家等を取り巻く社会状況や制度について最新の情報や法令等を取得してい

くことが必要。 
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（3）施策の展開  

①情報を収集し、空家等データベースを作成・管理する

 ■情報の収集 

・空き家情報の提供依頼チラシを作成し、市民等へ配布します。 

 ・5 年に 1回、市全体の実態調査を実施することとし、空家等の実態把握に努めます。 

 ・空家等の実態調査、市民、市関係部署等から寄せられた情報を収集・整理した空家

等データベースを作成し、一元管理します。 

 ・管理不全な空家等の新たな発生や定期観察による老朽化の進行状況等の情報を集約

し、随時更新することで、建物等の適切な管理や利活用のための基礎情報とします。 

 ■空家等の情報の収集イメージ 

■空家等データベースの内容 

通常

５年毎

関係部署からの情報提供

市民等からの情報提供

空家等実態調査

建築課

空家等

データベース

（一元管理）



33 

 ■情報の共有 

・空家等に係る情報は、個人情報に配慮した上で関係部署と共有し、連携・協力し

ながら、空家等の施策推進を図ります。 

 ■情報の活用 

・空家等対策の検証に活用し、より効果的な施策展開につなげます。 

 ②空家等に係る社会情勢等の情報収集を行う 

 ■行政の連絡会議等への参加 

・愛知県等が開催する空家等対策に関する会議等へ参加し、法令等や他自治体の取り

組み事例の情報収集を行います。 

■社会情勢等の情報収集 

・セミナー、新聞、書籍等から情報を収集し、空家等に係る社会情勢の把握を行いま

す。  
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2 発生抑制 

 「居住者の転居や死亡で住む人がいなくなる」、「相続の未実施や権利関係の未整理に

より所有者・管理者が明確とならない」などによりそのまま長期間放置され、管理不全

な状態となってしまう空家等が問題になっています。 

 また、相続や登記が適切に行われず、権利関係の整理を適切に行わないまま放置する

と、その後の合意形成が困難になり、問題解決が長引く可能性があります。 

 そこで「所有者等を明確にする」、「空き家にしない」、「空き家になった際は長期間放

置しない」を基本に、発生抑制の取り組みを行っていきます。 

（1）基本的な考え方  

 ・空家等となる前から、発生を抑制するための情報提供・意識啓発を行います。 

 ・空家等となる要因に応じた効果的な抑制策を検討・実施します。 

（2）発生抑制を考える上での課題  

 ①空家等の増加 

 ・空家等の発生要因に応じた働きかけを行うことが必要。 

 ②建物の所有者等の高齢化 

 ・持ち家の所有者等に高齢者が多い傾向があるため、高齢者及びその家族等に向けた

情報提供が必要。 

 ・空家等の発生要因の一つに、高齢者の死亡や転居、福祉施設への入居など、高齢者

世帯の環境変化があることから、福祉部局と連携した対応が必要。 

 ③空家等が発生しやすい社会的要因 

 ・空家等を所有した場合の責任や、メリット・デメリット等を情報提供していくこと

が必要。 
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（3）施策の展開  

①空家等の発生を抑制する

 ■空家等の発生抑制 

・空家等は、所有者等の死亡、居住者・管理者が不在、管理者が遠方に居住、共有名

義や未相続による管理者意識の希薄化等の要因により発生すると考えられ、これら

の発生要因に応じた働きかけを行うことで、空家等の発生を抑制します。 

・空き家になることの問題点、維持管理、活用方法、相談先や支援制度等を紹介する

リーフレットの作成を行います。また、市報やホームページ等で空き家に関する情

報をわかりやすく発信します。 

例：半田市空き家リーフレットイメージ 

内容・相談内容に応じた専門機関の連絡先 

  ・各種補助制度の説明 

  ・空家法の措置について 

  ・空き家を適切に管理しない場合のデメリット など 



36 

■空家等の発生を抑制する取り組み等の情報提供の実施 

・「空き家の発生を抑制するための税の特例措置」（下記）について、空家等の所有

者等や専門家・団体・企業等に広く情報を発信します。 

・空き家の解消につながる情報について、空家等の所有者等だけでなく、市民に広

く発信します。

空き家の発生を抑制するための特例措置について 

相続日から換算して 3年を経過する日の属する年の 12 月 31 日までに、被相続人の居

住の用に供していた家屋を相続した相続人が、当該家屋（耐震性のない場合は耐震リフ

ォームしたものに限り、その敷地を含む。）又は取壊し後の土地を譲渡した場合には、

当該家屋又は土地の譲渡所得から 3,000 万円を特別控除する。 

（※）本特例を適用した場合の譲渡所得の計算 

  譲渡所得＝譲渡価格－取得費（譲渡価格×5％※）－譲渡費用（除却費用等）－特別控除 3,000 万円 

              ※取得費が不明の場合、譲渡価額の 5％で計算 

（出典：国土交通省ホームページ「空き家の発生を抑制するための特例措置」） 

空き家の譲渡所得 3,000 
万円特別控除の適用

相続

譲渡

空き家

耐震リフォーム

取壊し 更地
譲渡

被相続人が居住の

用に供していた

家屋及びその敷地
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 ■地域全体の意識を高める啓発活動の実施 

 ・築年数が古い住宅が多い傾向がある旧市街地や空家等が多く存在する地区において、

自治区の会議等で空き家に関する情報をＰＲし、意識啓発を図ります。 

 ②高齢者等への周知啓発を行う

 ■わかりやすい情報提供の実施 

 ・高齢者にもわかりやすいパンフレットを作成して、直接、高齢者へ適切な管理や活

用等を図ることができる情報を周知・啓発します。 

 ■発生する要因に対する応じた意識啓発の推進 

・単身高齢の親が住む住宅に関し、将来の合意形成をしないまま親が死亡する、施設

入所などの理由から不在となる、子が遠方に居住しており意思決定が困難になると

いった経緯から、空き家になってしまうことがあります。こうした要因を回避する

ため、高齢者施策を行っている福祉部局と連携し、高齢者及びその家族等を対象と

して、住宅等の適切な管理や空家等に係る情報提供を行い、今後の生活について親

族等を交えて話し合うことや、専門家による生前贈与・遺言の作成といった手続き

で備えることを意識啓発していきます。 
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空家等を相続し、売却する際の税金・維持管理費の事例 

― モデルケースでの比較 － 

亡くなった親から、親の住んでいた建物（空き家）と土地を相続する場合を想定し、

①空家等を相続し、その後すぐに売却する場合、②空家等を相続し、その後 10 年間空

き家として所持してから売却する場合の 2 ケースで税金や維持管理費の比較を行いま

した。この他に相続する資産はないと仮定し、相続税は考慮しないものとします。また、

他に相続人はいないものとします。 

※公示地価等を以下と仮定します。 

 ■公示地価：10 万円/㎡ 

 ■土地・建物の固定資産税評価額：市場の評価額×70％ 

※市場の評価額を以下と仮定します。 

 ■土地の評価額 敷地面積 150 ㎡×公示地価 10 万円/㎡＝1,500 万円 

 ■建物の評価額 再建築価格 1,250 万円×20％＝250 万円 

① 空家等を相続し、その後すぐに売却する場合 

（空家等の譲渡所得の 3,000 万円特別控除を適用する場合） 

 土地と建物を相続した後、すぐに売却したとします。この場合、「空家の譲渡所得の

3,000 万円特別控除」が適用できるとして、売却した際の所得税・個人住民税を計算し

ます。土地と建物は、市場での評価額通りに売却できたとします。 

項目 計算式 金額 備考 

譲渡価格 1,500＋250 1,750 万円 土地と建物は市場評価額ど

おりに売却。 

課税譲渡 

所得金額 

譲渡価格－（取得費＋譲渡費用＋取得

費加算）－特別控除 3,000 

＝1,750－（1,750×5％＋1,750×3％

＋0）－3,000 

0 万円 「空家の譲渡所得の 3,000

万円特別控除」を適用。取得

費が不明の場合は譲渡価格

の 5％、譲渡費用は仲介料等

の費用として譲渡価格の

3％、取得費加算は 0 と仮定

します。 

所得税・ 

個人住民税 

課税譲渡所得金額×税率 

＝0×20．315％ 

0 万円 

所得税・個人住民税は 0 円
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② 空家等を相続し、その後 10 年間空き家として所持してから売却する場合 

 次に 10 年間空き家を所持してから売却する場合の所得税・個人住民税の計算をしま

す。この場合、10 年間空き家を所持していたため適用期間を超えており、「空家の譲渡

所得の 3,000 万円特別控除」が適用できません。さらに毎年の固定資産税、庭木の剪定、

光熱水費等の維持管理費用が発生しますので、これらも計算します。 

 また、土地と建物は 10 年後も現在の市場での評価額どおりに売却できたとします。 

■所得税・個人住民税 

項目 計算式 金額 備考 

譲渡価格 1,500＋250 1,750 万円 土地と建物は市場評価額ど

おりに売却。 

課税譲渡 

所得金額 

譲渡価格－（取得費＋譲渡費用＋取得

費加算）＝1,750－（1,750×5％＋

1,750×3％） 

1,610 万円 「空家の譲渡所得の 3,000

万円特別控除」は適用できな

い。取得費が不明の場合は譲

渡価格の 5％。譲渡費用は仲

介料等の費用として譲渡価

格の 3％と仮定。 

所得税・ 

個人住民税 

課税譲渡所得金額×税率 

＝1,610×20．315％ 

327 万円 

次に維持管理費用を計算します。 

 月に 1回程度の頻度で空き家を訪問して、一般的な維持管理を行うと仮定して年間の

費用を設定しています。 

■維持管理費用 1（メンテナンスに係る費用） 

項目 計算式 金額 備考 

上下水道料金 （710＋450）×1．08 

×12 ヶ月 

約 15,000 

円／年 

年当たり最低料金。 

電気料金 （253．80＋20．68×92ｋｗｈ）×

12ヶ月 

約 26,000 

円／年 

月 100ｋｗｈ使用時。 

ガス料金  0 円／年 閉栓。 

樹木剪定等  約 100,000 円／年 建物の軽微な修繕、交通費等

も含む。概算額 

小計 141,000 円／年 
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■維持管理費用 2（固定資産税等の税金）

項目 計算式 金額 備考 

固定資産税 （建物の評価額×1．4％）＋（土

地の評価額×1／6×1．4％） 

＝（250 万円×70％×1．4％）＋（150

㎡×10 万円／㎡×70％×1／6×1．

4％） 

49,000 

円／年 

建物が建っていると、住宅用

地の特例措置により土地に

係る税金が 1／6に軽減。 

土地の評価額は公示価格の

概ね 70％と仮定。 

都市計画税 （建物の評価額×0．3％）＋（土

地の評価額×1／3×0．3％） 

＝（250 万円×70％×0．3％）＋（150

㎡×10 万円／㎡×70％×1／3×0．

3％） 

15,750 

円／年 

家が建っていると、住宅用地

の特例措置により土地に係

る税金が 1／3に軽減。 

小計 64,750 円／年 

維持費用 1・2を合計すると、10 年間の維持管理費用は、 

 維持管理費用（10 年間）＝ 10×（141,000＋64,750） 

             ＝ 2,057,500 円 ＝ 205 万円 

 所得税・個人住民税、維持管理費用（10 年間）の合計は、 

  327＋205 ＝ 532 万円 

結果 

①空家等を相続し、その後すぐに売却する場合と、②空家等を相続し、その後 10 年

間空き家として所持してから売却する場合では所得税・個人住民税が大きく異なり、②

においては維持管理費用も発生するので、合計 500 万円以上の差が生じます。 

相続後に活用が決まらないまま空き家として放置すると、 

多額の経費負担が発生することになります。 

 ※本計算はあくまでも仮定により簡易的に行ったものです。 
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3 適切な管理・利活用 

空家等は個人の財産であることから、基本的には、所有者等が自ら適切に管理したう

えで、売却、賃貸等による利活用をしていくものです。 

 しかし、空家等のままで売却や賃貸等の利活用がされず長期間放置されたものは、期

間が長くなるほど管理状態が悪くなる傾向にあるため、周辺の環境に影響を及ぼすおそ

れがあります。 

 長期間の放置を回避し、空家等の適切な管理や利活用の促進を図っていくため、所有

者等の意識啓発を図るとともに、所有者等と専門家・団体等をつなぐ取り組みを行って

いきます。 

（1）基本的な考え方  

・空家等の所有者責任を周知するとともに、建物を悪くしないための情報提供や意識

啓発を行い、所有者等が空家等の適切な管理を行うことができるよう努めます。 

・市に空家等に関するワンストップの窓口を設置するとともに、市と専門家等が連携

し、所有者等に対して適切な管理、利活用の促進ができる支援体制を構築します。 

・利活用のための支援制度や施策の検討をします。 

（2）適切な管理・利活用への課題  

 ①空家等の相談先が不明 

・空き家に関して「どこに何を相談してよいかわからない」となっている現状への対

応が必要。 

 ②専門的な知識が必要な事項への対応 

・空家等に係る悩み・困りごとは多岐に渡り、司法書士や不動産業者等の専門家によ

る個別の対応が必要。 

 ③適切な管理等の啓発 

 ・空家等の所有者等が管理責任を意識し、適切な維持管理を行うことが必要。 

・所有者等が、空家等をどうしたら適切に維持管理できるかを自覚できる意識啓発が

必要。 

・使用目的がない場合、空家等の状態が長期化し、状態が悪化していってしまうこと

への対応が必要。 

 ④不動産市場での流通・利活用 

・空家等の方向性を決めていない所有者等に対し、利活用に向けて動き出せるような

対策が必要。 

・空家等を利活用しないままでいた場合の所有者負担等について、所有者等が認識す

ることが必要。 
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（3）施策の展開  

 ①空家等相談に対するワンストップ窓口を設置する 

 ・空き家に関する各種内容を相談できる窓口として、建築課に空家等総合窓口を設置

します。総合窓口では相談内容に応じて、関係部署や専門家・団体等とのマッチン

グを行います。 

 ・相談から解決までの具体例を示したパンフレット等を作成する等、わかりやすく、

気軽に相談できる案内を行います。 

 ②専門家との連携を推進する 

 ・専門家の団体と協定を締結するなど、空家等の相談体制を構築します。個別案件毎

に所有者等に既存の相談体制の仕組みや、専門家を紹介できるようにし、相談しや

すい体制づくりを進めます。 

 ③所有者等への適切な管理・利活用に向けた情報発信を行う 

 ・空家等の所有者等に対し、適切な管理の必要性について情報提供、意識啓発を行い、

所有者等の管理責任の意識向上を図ります。 

 ・空家等に関するリーフレット・パンフレット、市報、ホームページの活用、セミナ

ーや出前講座の開催などによる情報提供、意識啓発を行います。 

 ④不動産市場等への流通を促進する 

・利用可能な空家等については、国の「空き家所有者情報の外部提供に関するガイド

ライン」を参考に、宅建協会等の団体と連携し、所有者等の同意を得て、空家等の

情報の外部提供を検討します。 

・「空き家バンク」により、空家等の賃貸や売却を希望する所有者から提供された情

報を集約、情報発信し、利活用したい方とのマッチングを行います。

・ＤＩＹ型賃貸借（工事費用の負担者が誰かに関わらず、借主の意向を反映して住宅

の改修を行うことができる賃貸借契約やその物件のこと）等の新しい賃貸借の仕組

みについて情報提供を行います。

・住宅セーフティネット制度による空家等の利活用方法について検討します。

・空家等取壊後の住宅用地特例の解除による税負担を考慮し、助成制度などの創設を

検討します。
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空き家バンクについて

ＤＩＹ賃貸借について 

一般的な 

賃貸借契約 

ＤＩＹ型 

賃貸借 

※ＤＩＹ型賃貸借・・・工事費用の負担者が誰かに関わらず、借主の意向を反映して住

宅の改修を行うことができる賃貸借契約 

ＤＩＹ工事の申請・承諾

賃貸借契約

賃貸借契約

賃料（相場並み）

貸す人

（貸主）

借りる人

（借主）

貸す人

（貸主）

借りる人

（借主）ＤＩＹ工事の詳細な取り決めに関する合意書

（貸せる状態に管理・

修繕・改修を実施）

賃料（相場より安め） （ＤＩＹ工事を実施）

登録

現地

調査

仲介

契約

利活用希望者空家等所有者

賃貸・売却 購入・賃借

相談 申込

情報

提供

仲介

宅建協会等

連携

半田市



44 

⑤空家等の公的利活用を検討する 

・空家等を地域交流施設等として利活用する、除去後の跡地をポケットパークとして

利用する等、公的な土地利用の支援を検討します。 

⑥利活用のための支援制度や施策を検討する 

 ・空家等を適切に管理又は利活用するために利用できる既存の支援制度を紹介すると

ともに、新たな施策や支援を検討をします。 

利活用の事例 

[商業・産業振興] 

・店舗（カフェや飲食店、ギャラリー等）、倉庫、駐車場 等 

[観光・地域文化振興] 

・観光案内所、交流・文化施設、休憩所、生涯学習施設 等 

[地域交流・地域振興] 

・地域交流施設、多世代交流スペース、地域活性化拠点 等 

[環境・ごみ処理] 

・自治会ゴミ集積所・ゴミステーション 等 

 [災害対策] 

・防災倉庫、非常備蓄品・機材保管庫 等 

[高齢者・障がい者支援] 

・高齢者・障がい者の居場所づくりの場、グループホーム、放課後デイサービ

ス施設、高齢者世帯向け住宅 等 

[子育て支援] 

・保育施設、子育て世帯向け住宅 等 

[その他] 

・賃貸住宅、多世代同居・近居向け住宅、シェアハウス（高齢者向け、学生・

若者向け等） 等 
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半田市の各種支援制度（令和元年 5月 1日現在） 

木造住宅無料耐震診断 

 昭和 56 年 5 月 31 日以前に着工された 2 階建以下の木造住宅(プレハブ、ツーバイフ

ォーを除く)の無料耐震診断を実施しています。診断結果から耐震改修工事を行う場合

の目安となる概算工事費をお示しします。 

 木造住宅耐震改修費補助 

 無料耐震診断の結果、耐震性が低いと判定された木造住宅に対し、基準以上の耐震性

となるよう改修工事を行う場合、その費用の一部を補助します。 

 補助金額：上限 140 万円(市内業者施工の場合) 

      上限 100 万円(市外業者施工の場合) 

 要綱：半田市民間木造住宅耐震改修費補助金交付要綱 

 木造建築物取壊工事費補助 

 無料耐震診断の結果、耐震性が低いと判定された木造住宅又は倒壊の危険性があると

判断された木造住宅で、建物が道路・隣地境界線から軒高以内で、建物が倒壊した際に

周囲へ被害が及ぶものを対象に取壊工事費の一部を補助します。 

 補助金額：上限 20 万円 

 要綱：半田市木造建築物取壊工事費補助金交付要綱 

 商業施設助成事業費補助 

 中心市街地及び鉄道駅周辺等の対象区域において、戦略的な商業集積を図るため、商

業施設の新設又は改装工事をされる方に対して補助します。 

 補助金額：中心市街地  新設 100 万円／改装 50 万円 

      鉄道駅周辺他 新設 50 万円／改装 25 万円 

要綱：半田市商業施設助成事業費補助金交付要綱 

地域介護・福祉空間整備等補助 

「半田市高齢者保健福祉計画・第 7期介護保険事業計画」に基づき、小規模でより地

域との連携を重視した地域密着型サービス事業所の設置・運営事業者を募集しています。

選定された場合、事業所の設置にかかる費用に対し補助金を受けることができます。既

存の建物を改修し、事業所として整備する場合も対象となります。 

補助金額：上限 850 万円 

要綱：半田市地域介護・福祉空間整備等補助金交付要綱 

愛知県介護施設等整備事業費補助金交付要綱  
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国土交通省 

「空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン」

空き家の利活用の促進を図る目的で、宅地建物取引業者等の民間事業者等との連携を

行い、市が調査した空き家所有者情報を空き家所有者の同意のもと民間事業者等へ外部

提供します。 

1．法制的整理 

空家法により、課税情報等を空き家対策のために市町村内部で利用できるようになり

ました。当該情報を基に空き家所有者本人への接触も可能です。 

所有者本人の同意が得られれば、課税情報を含む空き家所有者情報を民間事業者に提

供することが可能であり、個人情報保護条例、地方税法及び地方公務員法に抵触しませ

ん。 

2．空き家所有者情報の提供に関する運用の仕組み 

 ・空き家所有者情報の外部提供スキーム（イメージ） 

出典：国土交通省ＨＰ 

税務部局・その他の部局

空き家部局

事業者 所有者

①市町村による空き家の

特定・所有者調査

④所有者情報

を提供 ③空き家所有者

の同意

②空き家所有者に

外部提供の意向確認

⑤事業者と所有者の接触
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空き家再生等推進事業（所管：国土交通省住宅局住宅総合整備課住環境整備室）

居住環境の整備改善を図るため、不良住宅、空き家住宅又は空き建築物の除却または、

空き家住宅又は空き建築物の活用等に対し支援を行うもの。（社会資本整備総合交付金

等の基幹事業） 

 補助対象市区町村 

 ・空家等対策特別措置法に基づく「空家等対策計画」を策定している。 

 ・空き家住宅等の集積が居住環境を阻害し、又は地域活性化を阻害しているため、計

画的な活用・除却を推進すべき地区として地域住宅計画等に定められた区域 など 

 補助対象事業 

 ・空き家の活用  （例：空き家を地域活性化のための観光交流施設に活用） 

 ・空き家の除却  （例：ポケットパークとして利用するための空き家の解体） 

 事業主体・補助率 

活用 除却

地方公共団体 1／2 2／5 
民間事業者等

（地方公共団体補助の 1／2 以内）
1／3 2／5 

事業活用イメージ 

・空き家を除却後、ポケットパークとして利用。 

・空き家を地域活性化のため、地域交流施設に活用。 

出典：国土交通省ＨＰ 
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【空き家の活用事例】

空き家を田舎暮らし体験や地域住民との交流拠点施設として利用。 

3 軒続きの長屋住宅を店舗や展示・交流スペース（貸し会場）として活用。 

出典：国土交通省ＨＰ 
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4 管理不全な空家等の措置 

空家等は適切に管理されない期間が長期化すると、建物の損傷が発生するなど管理不

全な状態が発生し、周囲の生活環境に悪影響を与えるものとなり、最悪の場合、人的被

害が発生するおそれもあります。 

管理不全となっている空家等の所有者等に対して改善を要請する等の対策を行い、良

好な生活環境を保全するとともに、市民の安全・安心な暮らしを確保します。 

（1）基本的な考え方  

 管理不全な空家等への対応 

・空家等の適切な管理は所有者の責務であることを基本としつつ、適切な管理が行わ

れていない空家等へは、管理不全な空家等への対応を講じます。また、取壊・除去

を指導し、取壊に対する支援を行います。 

・特定空家等の基準に該当すると判断した空家等は、特定空家等への措置を行うもの

とし、所有者等に対し、空家法基づき、「助言・指導」、「勧告」、「命令」を行い、

改善を要請します。所有者等による改善がなされない場合は、地域住民の生活環境

に深刻な影響を及ぼしていることを考慮し、個別に行政代執行等の対応を検討しま

す。また、所有者等が確知できないときは、略式行政代執行の実施や財産管理人制

度の活用を検討します。 

・管理不全な空家等の状態を定期的に把握し、改善要請を行うための体制を整えます。 

（2）管理不全な空家等対策を考える上での課題  

 ①管理不全な空家等 

 ・管理不全な空家等の所有者等へ、自主的な改善や取壊を求めることが必要。 

 ・管理不全な空家等の状態を定期的に把握し、改善指導を継続する体制が必要。 

 ②特定空家等 

・特定空家等の所有者へ空家法に基づく措置の手続きを行い、改善がされないときは

行政代執行で解決していくことが必要。 
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（3）施策の展開  

 ①管理不全な空家等の所有者等への改善依頼・緊急安全措置を行う 

・空家等に対する情報提供があったときは、現地で建物及び敷地等の状態を確認し、

所有者等の調査や近隣へのヒアリングを行います。 

・所有者等が確定し、改善が必要と判断するものについては、適切な維持管理を文書

又は訪問により依頼し、自主的な改善を求めます。文書通知の際は、空家等の状況

がわかるよう、全体及び管理不全となっている箇所の写真を添付するものとし、ま

た、解決のために必要となる場合は、所有者等の個別事情に応じた専門家等の相談

窓口を紹介していきます。 

・取壊や除去による改善を促すため、工事費の補助を行います。また、取壊後の住宅

用地特例の解除による税負担を考慮し、助成制度などの創設を検討します。 

管理不全な空家等に対する対応フロー 

空家等の情報提供等 

現地確認 

所有者等調査 

適切な維持管理の依頼 

の通知 

空家等の情報提供等 

市民等 

市 

市 

市 

所有者等 

※現地確認を行い、 

 改善依頼を繰り返す 

← 管理不全な状態を確認し写真等の記

録を残します。 

← 土地・建物登記事項証明、住民票、

戸籍、固定資産税情報、ライフライ

ン情報等を調査すると共に、近隣へ

のヒアリングを行います。 

← 現地状況がわかる写真等を添付し、

改善内容を具体的に伝える文書を作

成し、通知します。 

← 対応がなされない場合は、所有者宅

へ直接訪問する等、繰り返し改善依

頼を行います。 
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■緊急安全措置 

人や物に被害を及ぼすことが明らかな場合で、緊急的な対応が必要であるときには、

「半田市空き家等の適正管理に関する条例（以下「空き家条例」という。）」に基づき、  

市が必要最低限度の措置を行います。 

空き家条例に基づく緊急安全措置を行う場合には、措置内容を所有者等へ通知し、

同意を得るとともに、適切な維持管理を働きかけます。 

（緊急安全措置） 

第 12 条 市長は、管理不全な状態である空き家等により、人の生命若しくは身体

又は財産に危険な状態が切迫していると認められるときは、所有者等の同

意を得て、危険な状態を回避するために必要な最低限度の措置（以下「緊

急安全措置」という。）をとることができる。 

 ②特定空家等への対応を行う 

 ・現地調査により、著しく管理不全な状態にある空家等については、空家法による立

入調査等を行い、詳細に関し確認したうえで、半田市空家等対策作業部会で、半田

市特定空家等認定基準※に照らし特定空家等と判断する根拠の整理を行います。 

 ・空家等対策作業部会で特定空家等とすべきと判断した空家等は、半田市空家等対策

協議会に特定空家等への該当・非該当を諮問します。 

 ・半田市空家等対策協議会から特定空家等に該当すると答申され、市が特定空家等で

あると認定した場合には、空家法に基づく所有者等への適切な管理・改善等の「助

言・指導」、「勧告」、「命令事前通知」、「命令」、「戒告」を行い、是正がされない場

合は「代執行」を実施します。 

  ※半田市特定空家等認定基準・・・参考資料１参照  

空き家条例第 12条抜粋 
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著しく管理不全な空家等への対応フロー図 

諮問 

半

田

市

空

家

等

対

策

協

議

会

法第 9条調査通知 

法第 9条第 1項調査（立入調査） 

空家等対策 

作業部会 
特定空家等に 

該当するとの答申 

半田市 

根拠の整理

特 定 空 家 等 の 認 定 

助言・指導 

（法第 14条第 1項） 

勧告 

（法第 14条第 2項） 

命令事前通知 

（法第 14条第 4項） 

命令 

（法第 14条第 3項） 

戒告 

（法第 14条第 9項） 

代執行 

（法第 14条第 9項） 

是正なし 

是正なし 

是正なし 

是正なし 

是正なし 
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特定空家等であると市から助言・指導を経て勧告を受けた場合、固定資産税等の賦課

期日（毎年 1 月 1 日）までに、勧告に対する必要な措置が講じられない「特定空家等」

の敷地については、地方税法より、固定資産税の住宅用地に係る課税標準の特例の対象

から除外されます。 

区     分 固定資産税 都市計画税

小規模

住宅用地

住宅用地のうち住宅 1戸
につき 200㎡までの部分

価格

×1／6 
価格

×1／3 

一般

住宅用地

所在する建物の床面積の

10倍以内かつ、小規模
住宅用地以外の部分

価格

×1／3 
価格

×2／3 

<例> 適用除外による税額の変動 

      敷地面積 ：150 ㎡    建物規模・用途：木造 2階建住宅 

      土地の価格：1500 万円 

「勧告」に係る住宅用地特例の解除について 

特定空家等の 

措置に関する 

指導又は助言 

特定空家等の 

措置に関する 

「勧告」 

賦

課

期

日
住宅用地の特例『適用』 住宅用地の特例『適用除外』 

住宅用地の課税標準の特例 

住宅用地特例適用の場合 

 固定資産税 

 1,500 万円×1/6×税率 1.4％ 

＝3.5 万円 

都市計画税 

1,500 万円×1/3×税率 0.3％ 

＝1.5 万円 

合計 5.0 万円 

約 3.6 倍 

特例適用除外の場合 

 固定資産税 

 1,500 万円×0.7×税率 1.4％ 

 ＝14.7 万円 

 都市計画税 

 1,500 万円×0.7×税率 0.3％ 

 ＝3.15 万円 

合計 17.85 万円
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③専門家等との連携による対応 

・権利関係、人間関係の問題を原因として空家等の状態が継続している建物について

は、専門家の協力が必要となる場合があります。弁護士、司法書士、建築士等の専

門家と連携できるよう、所属団体・組織と協議し、協定締結などで適切な対応がで

きるようにしていきます。 

 ・所有者等の特定が困難な管理不全な空家等については、法律上の所有者等を特定す

ることが必要であるため、弁護士、司法書士等の専門家への委託を行う等、所有者

等の正確な情報把握に努めます。しかし、最終的に所有者等を確知することができ

ない場合には、債権等の権利関係等から利害関係人を特定し、利害関係人に対し、

民法による財産管理人制度の活用を促していきます。 

 ・所有者等を確知することができない特定空家等については、財産管理人制度の活用

に加え、空家法による略式代執行をあわせて検討し、周辺への影響、対応に要する

費用、その後の費用回収等を比較した上で、最も効率的な対策によって状態の改善

に努めます。 

 ④管理不全な空家等を増加させない対策を行う 

 ・発生抑制、適切な管理・利活用の施策での取り組みや啓発活動を通して、管理不全

な空家等を増加させないための対策とします。 

 ・空家法における特定空家等を増加させない対策としては、上記の啓発活動に加え、

固定資産税等の住宅用地特例の解除や行政代執行等、所有者にとって大きなリスク

が伴うことを周知します。 

 ⑤管理不全な空家等の状態を把握し、指導改善を継続する体制を確立する 

 ・建築課が空家等対策の主務課として、空家等対策計画に基づく施策等の実施を担当

するとともに、関係する各課と連携・調整しながら、市内の空家等の情報の一元管

理、更新、空家等の情報提供・相談、管理不全な空家等の継続した指導改善の対応

をします。 

   ※状態が改善されるまで、適宜現地を確認し、改善要請を繰り返し行います。 

情報提供・

相談受付 
現地確認 

所有者等の

調査 

適切な 

維持管理の

お願い 
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第 5章 実施体制 

1 空家等対策の実施体制の確立  

空家等がもたらす問題は、建築、防災、衛生、景観等多岐にわたるため、部署を横断し

た体制を構築し、連携して空家等対策に取り組みます。また、行政だけでなく、地域住

民、専門家団体や民間事業者と連携し、協働して空家等対策に取り組む仕組みを構築し

ます。 

（1）相談窓口の明確化・専門家団体との連携 

 ①相談窓口の明確化 

・住民等からの相談への対応については、関係各課の主な担当内容を踏まえ複数課で行

います。本市においては、総合窓口として建築課を位置づけるとともに、相談内容に応

じて関係各課と連携し対応することとします。また、必要に応じて関係団体・専門家を

紹介します。 

所有者からの相談 

・相続 

・解体 

・売却 

・利活用  など 

近隣住民からの 

情報提供・相談 

 ・ごみ 

 ・雑草 

 ・防犯 

 ・防火 

 ・倒壊   など 

弁護士会 司法書士会 宅地建物取引業協会 

土地家屋調査士会 建築士会 法務局 

 シルバー人材センター など 

相談 対応 

相談 

助言 

相談 

回答 

報告 

連携紹介 

総合窓口 

建築課 

窓 口 

税務課 

防災交通課 

環境課 

クリーンセンター 

高齢介護課 

土木課 

都市計画課 

半田消防署 

対 応 



56 

②専門家団体との連携 

・空家等の所有者が抱える問題は多岐にわたるため、それぞれの問題に対応する専門家

団体との協定締結などによる連携・相談体制を構築します。 

関連する専門家団体の例 関 連 分 野

弁護士会 法律

司法書士会 相続・登記

宅地建物取引業協会 不動産取引

土地家屋調査士会 測量・登記

建築士会 建築

法務局 登記

シルバー人材センター 草刈りなど

造園業者団体 樹木管理

建築業者団体 リフォームや増改築

その他（融資の専門家団体など）
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（2）空家等対策計画の策定、実施のための組織 

・空家等対策協議会 

本市では、空家等対策の推進に関する特別措置法第 6条に規定する空家等対策計画の

作成及び変更並びに実施に関する協議を行うため、平成 30 年 8 月 7 日に空家等対策協

議会を設置しました。協議会の委員は、市長のほか、法務・不動産・建築・福祉・文化

の有識者及び市民の代表等です。委員の助言・協力のもとに空家等対策計画の作成及び

変更並びに実施を行います。 

分 野 所 属

法 務

愛知県弁護士会

愛知県司法書士会

不動産

愛知県宅地建物取引業協会

愛知県公共嘱託登記土地家屋調査士協会

建 築 愛知建築士会

福 祉 半田市民生委員児童委員協議会

文 化 日本福祉大学

市 民 区長連絡協議会

行 政

（防 犯）
半田警察署

行 政 半田市
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・空家等対策協議会作業部会 

本市では、空家等の適切な管理及び活用促進を図るとともに、空家等対策に関する施

策を総合的かつ効果的に推進するため、空家等対策協議会作業部会を設置しています。

また、部会員は建築課、税務課、防災交通課、環境課、クリーンセンター、高齢介護課、

土木課、都市計画課、消防署です。関係各課の強み、ノウハウを活かして、空家等対策

を推進していきます。 

役 割 担当部署 

建物に関すること（事務局） 建築課 

税金に関すること 税務課 

防犯に関すること 防災交通課 

住環境に関すること 環境課 

ゴミ処理に関すること クリーンセンター 

高齢者に関すること 高齢介護課 

道路に関すること 土木課 

景観に関すること 都市計画課 

火災予防に関すること 消防署 
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2 計画の評価 

本計画に基づく空家等対策に関する取り組みを計画的に推進するため、数値目標を設定

します。 

■数値目標の考え方 

・「住宅・土地統計調査」の平成 10年（1998 年）から平成 25 年（2013 年）までの本市

の空き家率の動向から想定すると、令和 10 年（2028 年）の空き家率は約 2.0％増加す

ることが予想されます。空家等に関する対策を進めることで、現状の戸数を増やさない

ようにする必要があるため、目標値は、平成 29・30 年度の実態調査の空家等の戸数 736

戸を維持することとします。 

≪数値目標≫ 

指 標

現 状 目標値

平成 30 年 

（2018 年） 

令和 5年 

（2023 年） 

第 7次半田市
総合計画の終期

空家等の戸数 736 戸 736 戸 736 戸 

目標値の考え方 

 注）平成 29・30 年の実態調査では戸建て住宅を対象に実施しています。 

14.5%

15.2%

15.8%

16.5%

14.0%

14.5%

15.0%

15.5%

16.0%

16.5%

17.0%

平成25年

（2013年）

平成30年

（2018年）

令和5年

（2023年）

令和10年

（2028年）

想定値 目標

2.0％
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参考資料
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1.半田市特定空家等認定基準

1 半田市空家等認定基準について 

（1）半田市空家等認定基準作成の目的 

・半田市特定空家等認定基準は、本市において空家等対策の推進に関する特別措置法（以

下「空家法」という。）第 2 条第 2 項に規定する特定空家等の認定をする際に参考とす

べき基準を定めるものである。また、認定基準は【「特定空家等に対する措置」に関す

る適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）※出典：国土交通省】、【住宅地

区改良法施行規則「住宅の不良度の測定基準」】及び【空き家再生等推進事業等におけ

る外観目視による住宅の不良度判定の手引き（案）※出典：国土交通省】を参考に作成

したものである。 

（2）特定空家等の定義 

「空家等」（法第 2条第 1項に規定する空家等） 

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないこと

が常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。た

だし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

「特定空家等」（法第 2条第 2項に規定する特定空家等） 

 以下の状態にあると認められる空家等をいう。 

① そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

② そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

③ 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

④ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

（3）調査方法 

・市民からの情報提供に基づき担当職員が現地確認を行い、法に定める空家等への該当

の有無、特定空家等候補に該当するかどうか判定します。 
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2 特定空家等候補の判定について 

（1）空家等の区分について 

・特定空家等に認められる 4つの状態のうち、①と②～③の 2つの区分に分け、区分に

応じた評価基準で判定を実施します。 

（2）評価基準について 

・特定空家等の認定は、空家等の区分別に空家等の状態（評価 1）、周辺への影響（評

価 2）の 2 段階の評価を行い、評価 1、評価 2 の両方に該当する空家等を特定空家等へ

認定する。 

空家等の区分 評価 1 評価 2 

ア 危険な空家等 空家等の不良度 危険性、切迫性

イ
衛生・生活環境上

不適切な空家等
空家等の状態 周辺に及ぼす影響の程度

空家等の区分 空家等の状態（空家法の定義）

ア 危険な空家等
① そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険とな

るおそれのある状態

イ
衛生・生活環境上

不適切な空家等

② そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそ

れのある状態

③ 適切な管理が行われていないことにより著しく景

観を損なっている状態

④ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置す

ることが不適切である状態
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3 判定の流れ及び評価基準 

（1）危険な空家等 

 1－1 判定の流れ 

評価 1 空家等の不良度
・住宅地区改良法施行規則「住宅の不良度の測定基準」で 100点以上
であるかを判定する。

評価 2 危険性、切迫性
・建築物が倒壊した場合や建築物の一部が落下した場合等に、自らの

敷地内でおさまらず、周囲の建築物・道路・通行人等にまで影響を及

ぼす危険な状況にある状態かどうか。

・危険等について切迫性が高いか否か。

特定空家等候補と判定

評価 1に非該当 評価 1に該当

経過観察、任意の助言・指導 

評価 2に非該当 評価 2に該当

経過観察、任意の助言・指導 

判定 

判定 
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1－2 評価基準 

評価 1 建物の不良度 

・次の判定の合計点数が 100 点以上かどうかを判定します。 

老朽度判定 

評定区分 評定項目 評定内容 
配

点 

結

果 
最高点 

1 

構造一

般の程

度 

①基礎 
イ 構造耐力上主要な部分である基礎が玉石であるもの 10 

45 ロ 構造耐力上主要な部分である基礎がないもの 20 

②外壁 外壁の構造が粗悪のもの 25  

2 

構造の

腐朽又

は破損

の程度 

③基礎、土

台、柱 又

ははり 

イ 
柱が傾斜しているもの、土台又は柱が腐朽し、又は破損し

ているもの等小修理を要するもの 
25 

100 

ロ 

基礎に不同沈下のあるもの、柱の傾斜が著しいもの、はり

が腐朽し、又は破損しているもの、土台又は柱の数ヵ所に

腐朽又は破損があるもの等大修理を要するもの 

50 

ハ 
基礎、土台、柱又ははりの腐朽、破損又は変形が著しく崩

壊の危険のあるもの 
100 

④外壁 

イ 
外壁の仕上材料の剥落、腐朽又は破損により、下地の露出

しているもの 
15 

ロ 

外壁の仕上材料の剥落、腐朽又は破損により、下地の著し

く露出しているもの又は壁体を貫通する穴を生じている

もの 

25 

⑤屋根 

イ 
屋根ぶき材料の一部に剥落又はずれがあり、雨もりのある

もの 
15 

ロ 
屋根ぶき材料に著しい剥落があるもの、軒の裏板、たる木

等が腐朽したもの又は軒のたれ下がったもの 
25 

ハ 屋根が著しく変形したもの（穴を生じている等） 50 

3 

防火上

又は避

難上の

構造の

程度 

⑥外壁 
イ 延焼のおそれのある外壁があるもの 10 

30 

ロ 延焼のおそれのある外壁の壁面数が 3以上あるもの 20 

⑦屋根 屋根が可燃性材料でふかれているもの 10  

4 
排水設

備 
⑧雨水 雨樋がないもの 10  10 

※ 一の評定項目につき該当評定内容が 2又は 3ある場合においては、当該評定項目につ

いての評点は、該当評定内容に応ずる各評点のうち、最も高い評点とする。 

合

計 

最高点＝185

点 



65 

評価2 周囲への影響、危険性、切迫性 

・評価1で合計点数が100点以上となった空家等のうち、次の判定がＣランクの空家等を

特定空家等候補とします。  

判定内容 Ａランク Ｂランク Ｃランク 

危険性、切迫性 低 中 高 

判 定 当面は処分保留 要経過観察 特定空家等 

 評価項目 

 ・建築物が密集している、もしくは道路までの距離が近く、倒壊・崩落等した際に近

隣住民・通行者に危険が及ぶかどうか。 

 ・周辺の敷地（隣地）が学校や公園など公共性の高い用途であるか。 

 ・周辺の道路が緊急輸送道路や避難路、通学路などであるか。 

 ・早急な対応が必要であるか。 
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（2）衛生・景観・生活環境上不適切な空家等について 

2－1 判定の流れ 

評価 1 空家等の状態
以下の状態にあるか否かを判定する。

・そのまま放置すれば衛生上有害となるおそれがある。

・適切な管理が行われていないことにより景観を損なっている。

・生活環境の保全を図るために放置することが不適切である。

評価 2 悪影響の程度
・空家等が周囲に与えている悪影響の程度が、社会通念上許容されて

いる範囲を超えている状態にあるか否か。

特定空家等候補と判定

評価 1に非該当 評価 1に該当

経過観察、任意の助言・指導 

評価 2に非該当 評価 2に該当

経過観察、任意の助言・指導 

判定 

判定 
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2－2 評価基準 

評価 1 空家等の状態 

・以下の状態にあるか否かを判定し、いずれかに該当する場合は、衛生・生活環境上の

悪影響があると判定する。 

区 分 状   態 

衛生上不

適切な空

家等 

吹付け石綿等が飛散し暴露する可能性が高い状況である。 

浄化槽等の放置、破損等による汚物の流出、臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼし

ている。 

排水等の流出による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 

ごみ等の放置、不法投棄による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 

ごみ等の放置、不法投棄により、ねずみ、はえ、蚊等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼし

ている。 

生活環境

上不適切

な空家等 

屋根、外壁等が、汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れたまま放置されている。 

多数の窓ガラスが割れたまま放置されている。 

看板が原型を留めず本来の用をなさない程度まで、破損、汚損したまま放置されている。 

立木等が建築物の全面を覆うほどまで繁茂している。 

敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放置されている。 

立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の敷地等に枝等が大量に散らばっている。 

立木の枝等が近隣の道路等にはみ出し、歩行者等の通行を妨げている。 

動物の鳴き声その他の音が頻繁に発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 

動物のふん尿その他の汚物の放置により悪臭が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 

敷地外に動物の毛又は羽毛が大量に飛散し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 

多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 

住みついた動物が周辺の土地・家屋に進入し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。 

シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。 

門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定の者が容易に進入できる状態で放置されて

いる。 

周辺の道路、家屋の敷地等に土砂等が流入している。 

その他 
その他そのまま放置すれば衛生上不適切な状態、又は生活環境の保全を図るため放置することが不適

切な状態。 

※景観に関する区分は、本市の景観条例等の中で判断基準となるようなものがなく、主

に生活環境に起因する状態のものと考えられるため、「生活環境上不適切な空家等」の

区分に含めて判定する。  
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評価 2 悪影響の程度

・以下の状態であるか否かを判定する。 

状 態

周囲に与えている悪影響の程度が、社会通念上許容される範囲を超えている状態。

 評価項目 

 ・悪影響の程度、回数、量、範囲、拡大性、他の悪影響への誘因。 

 ・健康被害を及ぼす可能性。 

 ・防犯上危険となる可能性。 
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2.空家等対策の推進に関する特別措置法 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域

住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財

産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進する

ため、空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。

第十条第二項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関す

る施策を推進するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的

かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とす

る。 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって

居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の

土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理

するものを除く。 

2 この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危

険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理

が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の

保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

（空家等の所有者等の責務） 

第三条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境

に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

（市町村の責務） 

第四条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空

家等に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努め

るものとする。 

（基本指針） 

第五条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施

するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

2 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

3 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするとき

は、あらかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 

4 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞



70 

なく、これを公表しなければならない。 

（空家等対策計画） 

第六条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するた

め、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」

という。）を定めることができる。 

2 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家

等に関する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の

促進に関する事項 

六 特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第

二項の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の

規定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

3 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを

公表しなければならない。 

4 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、

情報の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

（協議会） 

第七条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うため

の協議会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

2 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村

の議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村

長が必要と認める者をもって構成する。 

3 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

（都道府県による援助） 

第八条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関

しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び

技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければなら

ない。 

（立入調査等） 
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第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者

等を把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行

うことができる。 

2 市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、

当該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせるこ

とができる。 

3 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる

場所に立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその

旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難である

ときは、この限りでない。 

4 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を

示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

5 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し

てはならない。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する

情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行

のために必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的の

ために内部で利用することができる。 

2 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているも

ののうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために

利用する目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に

関するものについて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行

のために必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

3 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、

関係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な

情報の提供を求めることができる。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、

又は賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさない

よう適切に管理されているものに限る。）を除く。以下第十三条までにおいて同じ。）に

関するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な

措置を講ずるよう努めるものとする。 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者

に対し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 
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（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十三条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行

う者が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報

の提供その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

（特定空家等に対する措置） 

第十四条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、

修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放

置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害とな

るおそれのある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において

同じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。 

2 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空

家等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当

の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るた

めに必要な措置をとることを勧告することができる。 

3 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係

る措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、

相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

4 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置

を命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出

先及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代

理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

5 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長

に対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができ

る。 

6 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項

の措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行

わなければならない。 

7 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定に

よって命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、

前項に規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

8 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利

な証拠を提出することができる。 

9 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命

ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同

項の期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十

三号）の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれ
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をさせることができる。 

10 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその

措置を命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第一項の助言若

しくは指導又は第二項の勧告が行われるべき者を確知することができないため第三項

に定める手続により命令を行うことができないときを含む。）は、市町村長は、その者

の負担において、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせ

ることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及

びその期限までにその措置を行わないときは、市町村長又はその命じた者若しくは委任

した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。 

11 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国

土交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

12 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。

この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げ

てはならない。 

13 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三

章（第十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

14 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を

図るために必要な指針を定めることができる。 

15 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交

通省令・総務省令で定める。 

（財政上の措置及び税制上の措置等） 

第十五条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対

策の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対す

る補助、地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

2 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に

基づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置そ

の他の措置を講ずるものとする。 

（過料） 

第十六条 第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下

の過料に処する。 

2 第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円以

下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

1 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、
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公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（検討） 

2 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を

勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に

基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
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3.半田市空家等対策協議会設置要綱 

 （設 置） 

第 1条 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26 年法律第 127 号）第 7条第 1

項の規定に基づき、半田市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第 2条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

 (1) 半田市空家等対策計画の策定に関すること。 

 (2) その他半田市空家等対策計画に関し必要な事項 

  (組 織)  

第 3 条 委員は、市長のほか、次に掲げる者の中から、市長が委嘱するものとする。 

(1)  法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者 

(2)  その他市長が認める者 

2 委員の定数は、10名以内とする。 

  (委員の任期)  

第 4 条 委員の任期は、2年とし、再任を妨げないものとする。 

2 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

  (会長及び副会長)  

第 5 条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。  

2 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。  

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

  (会 議)  

第 6 条 協議会の会議は、会長が必要に応じて招集し、その議長となる。 

2 協議会の会議は、委員の半数以上の出席がなければ、開くことができない。  

3 協議会の会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。  

4 会長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、意見を聴くこと

ができる。  

5 市長がやむを得ない事情により会議に出席できないときは、市長があらかじめ指名

する市の職員が市長に代わってその職務を代理する。 

（作業部会の設置等） 

第 7条 協議会に作業部会を置く。 

2 作業部会は、協議会から付託された事項について調査、研究及び検討を行い、その

結果を協議会に報告する。 

3 作業部会は、部会長及び部会員で組織する。 

4 部会長は建設部建築課長をもって充て、部会員は職員のうちから市長が任命する。 
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5 部会長は、会務を総理し、作業部会を代表する。 

6 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、部会長があらかじめ指名し

たものがその職務を代理する。 

  (庶 務)  

第 8 条 協議会の庶務は、建設部建築課において処理する。 

  (その他)  

第 9 条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が会議

に諮って定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成 30年 7 月 5日から施行する。 
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4.半田市空家等対策協議会委員名簿 

任期：平成 30年 8 月 7日～令和 2年 8月 6日 

職 名 氏 名 分 野 所 属 

委 員 田中 亮次 

法 務 

愛知県弁護士会 半田支部 

委 員 土井 英靖 愛知県司法書士会 半田支部 

会 長 天野 章 

不動産 

愛知県宅地 

建物取引業協会 知多支部 

委 員 堀嵜 祐史 愛知県公共嘱託登記土地家屋調査士協会 

副会長 梶川 幸夫 建 築 愛知建築士会 半田支部 

委 員 石川 啓二 福 祉 半田市民生委員児童委員協議会 

委 員 毛利 志保 文 化 日本福祉大学 健康科学部 

委 員 
鈴木 茂久 

市 民 

成岩三区 

※鈴木茂久（令和元年 5月 30日まで） 

    森幹宏（令和元年 5月 31 日から）森 幹宏 

委 員 
渡辺 慎一 行 政 

（防 犯） 

半田警察署 生活安全課 

※渡辺慎一（令和元年 5月 30日まで） 

 安井伸宏（令和元年 5月 31日から）安井 伸宏 

委 員 榊原 純夫 行 政 半田市 

事務局 

 半田市 建設部 建築課 

      課 長  神戸 伸公 

      副主幹  深見 和宏 

      技 手  中村 亮太


